
令和５年度 第１回八千代市介護保険事業運営協議会次第 

 

                 日時：令和５年８月３日（木） 

                    午前１０時 開会 

                 場所：市役所 旧館４階 第２委員会室 

 

１ 委員紹介 

２ 事務局紹介 

３ 議題 

（１）八千代市高齢者保健福祉計画（第９次老人福祉計画・第８期介護保 
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〈総論〉 

第３章 高齢者を取り巻く現況と課題 

第１節 高齢者に係る実績と推計 

⑴人口及び高齢者の動態 

八千代市の令和 4年 9月 30日現在の総人口は 204,483人，高齢者（65歳以上）人口は 50,833

人で総人口に占める割合（高齢化率）は 24.86％となっております。前年比では,総人口は 1,452

人の増加，高齢者人口は 166人の増加，高齢化率は令和３年度から 0.1ポイント低くなってい

ます。 

計画の推計値との比較では，総人口は推計値より 763 人多く，高齢者人口は推計値より 314

人少なく，高齢化率は推計値より 0.25ポイント低くなっています。（Ｐ４） 

 

 第２節 要介護認定・給付の実績と推計 

⑴要支援・要介護認定者と認定率推移 

要支援・要介護認定者のうち，第１号被保険者は 9,190 人であり，認定率は高齢者人口の

18.1%となっています。計画の推計値と比較すると認定者数は推計値より 217 人少なく，認定

率は推計値より 0.3ポイント低くなっています。（Ｐ５） 

⑵要支援・要介護認定者と給付費の推移 

 要支援・要介護度別認定者数については，昨年度に引き続き増加傾向にあり，要介護１が全

体の 22.85％，前年度より 0.7 ポイント増で最多となっています。対して，要支援１・２の認

定者数は全体の 27.2％で，前年度より 0.5ポイント減となっています。 

サービス別給付費（年度実績）については，居宅（介護予防）サービスが 6,767百万円で前

年度より 266 百万円増，地域密着型（介護予防）サービスが 1,866 百万円で前年度より 38 百

万円増，施設サービスが 3,410百万円で前年度より 128百万円増となっています。 

 

〈各論１〉 

基本目標１ 高齢者の社会参加の促進（計画書Ｐ38～40） 

高齢者の社会参加の促進を図ることを目標として，高齢者の閉じこもりや孤立を予防するた

めの仲間づくり支援として，各種レクリエーション活動の機会及び気軽に通え，集える場を提

供します。 

社会奉仕及び健康の増進等の活動を推進する老人クラブ 43 団体及び長寿会連合会に対し，

運営費補助金を交付しました。 

高齢者が新たな教養と知識を身に付ける場の提供とともに，生きがいづくりの支援や社会参

加を促進することを目的とした，ふれあい大学校を開催しました。 

高齢者が豊富な経験を活かして，地域社会の支え手として，地域で活躍できる場を提供して

いる，シルバー人材センターへの支援などを行いました。 
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基本目標２ 健康づくりの推進（計画書Ｐ41～42） 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止を目的に，令和２年度及び令和３年度に中止して

いた「健康づくりや介護予防を推進する人材の養成」等については，令和４年度は下半期に「や

ちよ元気体操応援隊養成講座」を 1回開催しました。また，「やちよ元気体操応援隊」の活動支

援としては，上半期に研修会を 5 会場（web を含む）で開催し，下半期から各体操グループの

訪問支援を再開しました。令和 5年 3月末現在，同講座修了者による自主活動は 1グループ減

少し，91グループ（屋内 75／屋外 16）となっています。 

健康づくりに関する知識の普及啓発として，要介護状態の原因となるリスクを軽減するため

に，「運動」「口腔機能」「栄養改善」「認知症予防」を目的とした介護予防教室を 113回開催し，

延べ 2,108人が参加しました。 

その他，疾病の早期発見・早期治療及び生活習慣の見直しを目的に，健康診査及びがん検診

等を実施し，周知・啓発を図りました。 

新型コロナウイルス感染症への対応としては，介護施設等での感染拡大を可能な限り抑制す

るため，ワクチン接種の推進を図るとともに，新規入所者のうち希望者に対し，ＰＣＲ検査費

用の助成を行いました。 

 

基本目標３ 住み慣れた地域で住み続けられる 安心・快適な生活環境づくりの推進（計画書

Ｐ43～55） 

 主な在宅福祉サービスの利用状況として，前年度に比べて配食サービスの登録者数は 72 人

の減，ひとり暮らし老人緊急通報システムの設置数は 69人の増となりました。 

高齢者の災害時における対応としては，要介護 3以上の避難行動要支援者登録者の名簿を民

生委員及び希望する自治会に提供し,災害時における要支援者に対する地域での支援体制の整

備を図っています。また,防災訓練において,民生委員による安否確認と情報伝達訓練を実施す

るとともに，福祉避難所の確保に関する協定を締結している社会福祉法人と協働で要配慮者移

送訓練を実施しました。 

  

  

〈各論２〉 

第１章 介護保険事業の実績と見込み（計画書Ｐ58～66） 

・介護給付費の状況 

介護給付費全体での計画対比は 95.0％，対前年度比は 103.8％となっています。 

昨年度に引き続き，新型コロナウイルス感染症の影響によるものとして，事業所への通いを

基本とする通所系サービス（利用者等が集まるため感染リスクが高まる）の利用が伸びない又

は減少し，居宅でのサービス提供となる訪問の医療系サービスが伸びている傾向が見られます。 

 

・予防給付費の状況 

予防給付費全体での計画対比は 94.8％，対前年度比は 100.0％となっています。 
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介護給付費と同様に，新型コロナウイルス感染症の影響によるものとして，事業所への通い

を基本とする通所系サービス（利用者等が集まるため感染リスクが高まる）の利用が伸びない

又は減少し，居宅でのサービス提供となる訪問の医療系サービスが伸びている傾向が見られま

す。 

 

・給付費全体の状況 

 介護給付・予防給付費全体での計画対比は 95.0％，対前年度比は 103.7％となっています。 

 

第２章 地域支援事業の実績と見込み（計画書Ｐ67～86） 

 

 在宅医療・介護連携の推進としては，NPO 法人やちけあコアメンバー会議や八千代市訪問看

護師会 ACP担当との会議等に参加し，情報共有を行いました。また，株式会社鎌倉新書と終活

連携協定を締結しました。市民への情報提供としては，令和３年度に作成したエンディングノ

ートや人生会議ガイドブックの配布を行いました。 

生活支援体制の整備については,社会福祉協議会に第 1 層生活支援コーディネーター，各地

域包括支援センターに第 2層生活支援コーディネーターを配置し，各圏域で第 2層生活支援体

制整備事業協議体を設置しています。この協議体では，介護予防を推進するための地域課題の

共有や地域の支え合い体制づくりについて協議を行いました。また，生活支援の担い手養成講

座を開催し，地域での高齢者の支えあいについて理解を促しました。 

 介護予防・日常生活支援総合事業の実施に関して，従前の介護予防訪問介護と介護予防通所

介護に相当するサービスを実施しています。また，令和３年１０月より，加齢に伴う生活機能

の低下（運動器の機能低下，口腔機能の低下，栄養状態の低下，閉じこもり，認知機能の低下，

うつ病の可能性などの生活機能の低下）等の改善，機能向上により，要介護状態等となること

の予防又は要介護状態等の軽減若しくは悪化を防止し，高齢者が住み慣れた地域において自立

した日常生活が継続できることを目的とし，リハビリテーション専門職による助言やプログラ

ムの提供を行う「通所型短期集中予防サービス事業」を実施し，継続しています。緩和した基

準による多様な主体によるサービス等の創設については今後も検討を進めていきます。 

 

 地域支援事業費全体での計画対比は 88.0％，対前年度比は 104.4％となっています。 

 

第４章 介護保険制度の円滑な運営（計画書Ｐ98～105） 

令和４年度は，介護保険施設等の整備の推進として，介護老人福祉施設（定員３０人以上の

特別養護老人ホーム）が新たに１施設開所しました。地域密着型サービスの基盤整備の推進に

ついては，小規模多機能型居宅介護施設の公募を行いましたが，応募はありませんでした。 



総論
第３章　高齢者を取り巻く現況と課題

第１節　高齢者に係る実績と推計
（１）人口及び高齢者の動態

注：各年9月30日現在。推計は「八千代市高齢者保健福祉計画」からの抜粋

65～74歳

75歳以上 13.4

計画の

区 分
令和元年

実
数
（

人
）

構
成
比

(

％

)

40～64歳

75歳以上

65～74歳

実 績実 績 実 績

201,612 203,031

令和２年

11.7

24.96

11.5

35.3

24.96

35.1

26,740

13.3

令和３年

10.9

14.2

10.8

14.0

23,369

推 計

203,720

71,729

51,147

実 績

204,483

71,700

22,292

72,605

50,83350,667

令和４年

28,657

35.5

22,176

24.86

27,298

35.2

25.11

28,856

25.00

総人口

40～64歳

65歳以上

65歳以上

(内訳)

199,603

25,951

(内訳)

34.9

69,605

49,964

24,013

13.0

12.0

23,575

70,690

50,315

10ページ
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0
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100,000
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第２節　要介護認定・給付の実績と推計
（１）要支援・要介護認定者と認定率推移

注：各年9月30日現在
注：「認定率」は，認定者である第１号被保険者を65歳以上人口で除した値

1,291

令和4年

9,190

8,634

1,277

753

6,832

1,174 1,038

推 計実 績

要介護2

2,068

1,293

1,145

13ページ

区 分
実 績

(単位：人)

1,287

小 計

令和元年 令和2年

2,477

1,265

要介護4

令和3年

実 績 実 績

要
介
護
度
別
認
定
者
数

要支援1 1,190 1,216 1,264 1,308

要支援2 1,242 1,428

2,387 2,509 2,555 2,736

要介護1 1,855 2,007 2,145

1,431 1,500 1,503 1,495 1,670

1,030 1,135 1,216

1,785

要介護5

要介護3

820

921 930 1,076

691 737 745

小 計 5,858 6,157 6,547

合 計 8,245 9,056 9,387 9,609

内1号被保険者 8,067 8,432 8,865 9,407

6,873

認定率 16.1 16.8 17.5 18.1 18.4

1145 1190 1216 1264

1242 1287 1293 1291

1785 1855 2007 2145

1431
1500

1503
1495

1030
1135

1216
1265

921
930

1076
1174691

737

745
753

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

7000

8000

9000

10000

令和元年 令和２年 令和３年 令和４年

要介護5

要介護4

要介護3

要介護2

要介護1

要支援2

要支援1

（人）
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第４章　基本理念及び施策の展開
第２節　日常生活圏域の設定

【日常生活圏域の高齢者等の状況】

人 人 ％

人 人 ％

人 人 ％

人 人 ％

人 人 ％

人 人 ％

人 人 ％

人 人 ％

注：令和５年３月３１日現在

37.2

21.5

24.6

30.4

9,772 28.1

204,818

日常生活圏域

11,302

16,161

50,888

33.05,335７　勝田台地域

24.8全  体

高齢者人口人  口 高齢化率

２　村上地域

１　阿蘇地域

５　高津・緑が丘地域

４　大和田地域

６　八千代台地域

３　睦地域

34,835

52,588

50,551 10,373

7,222

20.5

3,552

8,356

2,198

33,907

9,554

34ページ
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各論１
基本目標１　高齢者の社会参加の促進

施策１　通い・集いの場の提供

① 老人クラブへの支援

49 人

46 人

43 人

② 介護サービス事業者等の活用

③ ふれあい大学校の実施

応募者 人 0 回 応募者 人 0 回

応募者 人 19 回 応募者 人 19 回

応募者 人 21 回

　

43

令和３年度 51

事業概要
　地域密着型サービス事業所の運営推進会議などで，地域住民との交流や
事業所の取組みに関する情報交換を行った。

38ページ

57

　社会奉仕及び健康の増進等の活動を推進するため，市内単位老人クラブ
及び八千代市長寿会連合会に運営費補助金を交付した。

年　度 補助金交付老人クラブ

令和２年度 団体 2,737

令和３年度 団体

57

事業概要
　市内在住の60歳以上を対象に，福祉・健康等に特化した学習を行ってい
る。また，午後はクラブ活動も実施している。

年　度 一般教養コース（100人） 健康福祉コース（100人）

令和２年度 51

令和４年度

事業概要

団体 2,319

2,451

令和４年度

7



施策２　地域で活躍できる場の提供

① シルバー人材センターの支援

人 人

人 人

人 人

② ボランティア活動の推進

回 回

回 回

回 回

40ページ

　高齢者等の自宅や介護保険施設，地域のサロン等で，日常生活の中の簡
単なお手伝いを行うボランティア活動を支援し，活動の発表の場や経験者
が知識を伝える機会をつくることでボランティア活動の普及を図った。
　また，支援を受ける側も，時には可能な範囲で支援を行う側となれるよ
うな活動の仕組みを検討し，高齢者全体の社会参加が図れるよう支援し
た。

第１層協議体開催数

事業概要
　就労機会の増大と福祉の増進を図ることなどを目的に，公益社団法人八
千代市シルバー人材センターに対し，運営費を補助した。

年　度 会員数 延べ就業者数

令和２年度 621 61,821

令和２年度

14

1

年　度

10

令和３年度 1

第２層協議体開催数

0 6

49,020

令和４年度 516 49,310

事業概要

令和３年度 568

令和４年度

8



基本目標２　健康づくりの推進

施策１　疾病の早期発見・早期治療及び生活習慣の見直し

① 健康診査・保健指導の実施

人 人 人

人 人 人

② がん検診等の実施

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

令和４年度

特定健康診査 7,082

人

人

人

胃がん検診 9,439 11,384 10,480

大腸がん検診 15,858 17,498 17,221

乳がん検診
(マンモグラフィ，超音波)

5,355 7,000 人

人 18,630 人

1,609

子宮がん検診 5,970 7,717 7,225

前立腺がん検診 6,864 6,933

肝炎ウイルス検査

胸部レントゲン検診
(肺がん検診)

17,073 18,698

件　名

事業概要

　生活習慣病の早期発見やメタボリックシンドローム（内臓脂肪症候群）
の改善を目的に，40歳から74歳までの国民健康保険被保険者を対象とした
特定健康診査と千葉県後期高齢者医療広域連合の被保険者及び40歳以上の
生活保護受給者を対象とした健康診査を実施した。受診率向上対策とし
て，はがきや電話による受診勧奨，広報やちよ・ホームページ等での周
知，委託医療機関や関係機関との連携等を図った。
　また，特定健康診査の結果から健康状態を総合的に判断し，生活習慣を
改善するための特定保健指導を実施した。

令和４年度

1,807 1,402

137

令和２年度 令和３年度

6,234

41ページ

人

特定保健指導利用
者数

167 255 人 257 人

保健指導利用者数
※生活保護受給者
対象の保健指導

2

8,092 7,699

後期高齢者健康診査 6,282 6,759 7,027

生活保護受給者
健康診査

143 162 人

3 人 6 人

事業概要

6,110

人

人

人

　がんの早期発見を目的に，性別・年齢に応じて，胸部レントゲン検診
（結核・肺がん）・胃がん検診・大腸がん検診・乳がん検診・子宮頸がん
検診・前立腺がん検診を実施し，肝炎対策の一環として，肝炎ウイルス検
査を実施した。また，新型コロナウイルス感染症の流行下における検診の
受診機会を増やすことを目的として，令和3年度から全ての検診の受診期
間を1か月間延長し，1月末まで実施すると共に，定期的に検診を受けるこ
との必要性を広報やちよ・ホームページ等で周知した。併せて，定員の調
整を行い3密対策を講じながら検診を実施した。

件　名 令和２年度 令和３年度
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③ 歯科健康診査の実施

人 人 人

④ 健康づくりに関する知識の普及啓発

20 回 人 25 回 人 34 回 人

令和４年度

高齢者の健康づくり講座数 825 1,156

令和３年度

※家族介護支援事業の講演会や口腔ケア研修会等は，新型コロナウイルス感染症の拡
大防止に伴い開催を中止した。

事業概要
　歯の喪失を予防し，生涯を通じて自分の歯を保有して，食べる楽しみを
享受できるよう，40歳以上を対象に歯科健康診査を実施した。

件　名 令和２年度 令和３年度 令和４年度

394

42ページ

成人歯科健康診査 1,907 2,272 2,608

事業概要
　健康づくりに関する知識の普及啓発として，運動，食生活，歯と口腔等
に関する各種講座を新型コロナウイルス感染症の影響により，回数や定員
を削減して実施した。

件　名 令和２年度
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基本目標３　住み慣れた地域で住み続けられる安心・快適な生活環境づくりの推進

施策１　高齢者が安心して暮らせる住環境の形成

① 高齢者のための住宅支援

(1) 公的介護施設等の整備

P28「第２節　公的介護施設等の整備（１）公的介護施設等の整備の推進」を参照

② 快適に地域に住み続けるための住宅支援

施策２　在宅福祉サービスの実施

① 配食サービス

人 食

人 食

人 食

② ひとり暮らし老人緊急通報システムの設置

件 件 人

件 件 人

件 件 人

③ 高齢者日常生活用具の給付・貸与

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

年　度 年度末登録数 延べ配食数

令和２年度 645 58,013

令和３年度

45ページ

　調理困難な，ひとり暮らし高齢者及び高齢者世帯を対象に指定の配食
サービス事業者を通して，夕食の配食，安否の確認を行うとともに利用料
の一部を助成した。

自動消火器 老人福祉電話

51,949

226 157 1,026

事業概要
　前年の所得税が非課税であるひとり暮らし高齢者を対象に，火災警報
器，電磁調理器又は自動消火器の給付及び老人福祉電話の貸与を実施し
た。

火災警報器

事業概要

　市民の住生活の質の向上を目的とした住宅施策を総合的に推進するため
の指針となる，八千代市住生活基本計画に基づき，高齢者担当部署として
施策推進，他部署との情報共有及び計画推進のための体制構築等に携わ
る。

614 55,686

事業概要

事業概要
　75歳以上のひとり暮らし高齢者世帯等を対象に，安心して生活が送れる
よう24時間365日いつでも緊急時に連絡がとれる緊急通報システムを設置
した。

855

223 121 957

6 9 1

年　度

令和３年度 1

設置開始 設置廃止 年度末設置人数

令和２年度 170

令和２年度 3

令和４年度 542

114

44ページ

1 6 0

令和４年度 2 4 1 2

令和４年度

電磁調理器

令和３年度

年　度

43ページ
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④ ねたきり老人福祉手当の支給

件 件 人

件 件 人

件 件 人

⑤ 介護用品購入費の助成

人 人 人

人 人 人

人 人 人

⑥ 在宅重度認知症高齢者手当の支給

人 人 人

人 人 人

人 人 人

⑦ はいかい高齢者家族支援サービス

人 人 人

人 人 人

人 人 人

令和２年度 8

4 3

年　度 利用開始 利用廃止 年度末利用人数

3 9

年　度

事業概要
　在宅で６か月以上寝たきりの高齢者の経済的負担軽減のため手当を支給
した。

支給開始 支給廃止 年度末支給人数

4 14

5 8 12令和３年度

令和４年度 12 5 19

事業概要

年　度 支給開始 支給廃止 年度末支給人数

　在宅で重度の認知症高齢者と認定された方に対し，手当を支給した。

令和２年度 65

　要介護４又は５と認定された高齢者又は重度認知症高齢者(下記(6)の手
当該当者)の方に対し，紙おむつ等の介護用品購入費の一部を助成した。

年　度 助成開始 助成廃止 年度末助成人数

64 135

令和３年度 78 61 139

令和４年度 99 78 154

事業概要

6

令和２年度 1 3 5

令和３年度

令和４年度 4 6 9

3 8

事業概要
　徘徊する心配のある高齢者を介護している家族が，市の指定する事業者
の位置情報探索サービスを利用するに当たり，その費用の一部を助成し
た。

令和４年度 5

令和２年度 8 9 17

11令和３年度

47ページ

46ページ
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⑧ ＳＯＳネットワーク

32 件

21 件

15 件

⑨ 障害者等タクシー利用助成

人

人

人

⑩ 高齢者外出支援

人

人

人

⑪ 運転免許証自主返納支援

人

人

人

事業概要

49ページ

557

　警察署などの協力団体のネットワークや行政防災無線を利用し，徘徊に
より行方不明となった高齢者を早期に発見し，保護した。
【福祉総合相談室】

年　度

令和４年度 596

　タクシー利用料金の一部を助成することで，高齢者の運転免許証の自主
返納の促進を図った。

年　度 交付者数

令和３年度 434

335

交付者数

436

年　度

令和２年度

令和３年度 445

令和４年度 459

事業概要
　公共交通機関を利用することが困難な区域に居住する高齢者に対し，タ
クシー等の運賃の一部を助成し，高齢者の外出を支援した。

利用件数

468

令和２年度

令和３年度

令和４年度

事業概要

事業概要
　移動することが困難な障害者（児）及び高齢者に対し,タクシー等の運
賃の一部を助成し，通院や社会参加の促進を図った。

年　度 交付者数（高齢者）

令和２年度

令和２年度 595

令和３年度

令和４年度

48ページ

13



施策３　発見・見守り機能の強化

① 民間事業者等による見守り

② 地域団体による見守り

③ 認知症サポーターによる見守り

④ やちよ情報メールの普及

施策４　高齢者の緊急時の対応

① 高齢者緊急一時保護制度

0 件 0 日

0 件 0 日

0 件 0 日

② 養護老人ホーム等への措置

2 人 ( 1 ) 6 人 ( 1 ) 34 人 ( 0 )

2 人 ( 2 ) 6 人 ( 2 ) 30 人 ( 0 )

2 人 ( 1 ) 7 人 ( 0 ) 25 人 ( 1 )

事業概要

　高齢者の見守り活動に協力してもらえる民間事業者等の拡大に努め，見
守りの効果の向上を図った。
　高齢者見守りネットワーク活動協力事業者数：37者（令和４年度末現
在）

事業概要
　民生委員児童委員協議会連合会，社会福祉協議会，長寿会連合会等の地
域団体に，高齢者の異変を感じた際，市や地域包括支援センターに連絡し
てもらうよう働きかけた。

事業概要

　認知症の理解者である「認知症サポーター」を養成し，地域での見守り
体制づくりを図りました。
　認知症サポーター養成講座の実績はP26「１⑵①認知症サポーター養成
事業」を参照

事業概要
　徘徊高齢者，消費者被害及び地域の防犯に関する情報を携帯電話等及び
パソコンで受け取ることができるやちよ情報メールを普及・啓発した。
　やちよ情報メール登録者数　19,956人（令和４年度末現在）

令和２年度

令和３年度

令和４年度

令和３年度

事業概要
　災害，事故等の緊急時に適当な保護者がなく，一時的に保護する必要が
ある要支援・要介護認定を受けていない高齢者等を特別養護老人ホームで
保護した。

年　度 利用実人員 利用日数

年　度

令和２年度

事業概要
　65歳以上の高齢者であって，環境上の理由及び経済的な理由により，居
宅において養護を受けることが困難な方を対象に，養護老人ホームへ入所
措置を実施した。

措置開始 措置廃止 年度末措置人数

( )内は特別養護老人ホーム措置数

51ページ

50ページ

52ページ

令和４年度
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施策５　高齢者の災害時における対応

① 避難行動要支援者への対応

② 福祉避難所の設置

③ 備蓄の推進

施策６　高齢者の感染症対策
① 感染症への対応

② 介護サービス事業所における感染症対応衛生用品等の備蓄の推進

令和２年度

　避難行動要支援者登録者の名簿を民生委員及び希望する自治会に提
供し，災害時における要支援者に対する地域での支援体制の整備を
図った。
　福祉避難所設置運営マニュアルに基づいて，福祉避難所の確保に関
する協定を締結している社会福祉法人と協働で要配慮者を市避難所か
ら福祉避難所まで移送する部別訓練を実施した。
（新型コロナウイルスの影響により，電話での流れの確認のみ実施し
た。

事業概要
　新型コロナウイルス感染症への対応として，高齢者施設へのワクチン接
種の促進を図るとともに，新規入所者の内希望者に対し，ＰＣＲ検査費用
の助成を行った。

事業概要
　介護サービス事業所において衛生用品等の循環型備蓄を行うように促進
した。

令和３年度

　避難行動要支援者登録者の名簿を民生委員及び希望する自治会に提
供し，災害時における要支援者に対する地域での支援体制の整備を
図った。
　福祉避難所設置運営マニュアルに基づいて，福祉避難所の確保に関
する協定を締結している社会福祉法人と協働で，要配慮者を市避難所
から福祉避難所まで移送する部別訓練を実施した。

令和４年度

　避難行動要支援者登録者の名簿を民生委員及び希望する自治会に提
供し，災害時における要支援者に対する地域での支援体制の整備を
図った。
　福祉避難所設置運営マニュアルに基づいて，福祉避難所の確保に関
する協定を締結している社会福祉法人と協働で，要配慮者を市避難所
から福祉避難所まで移送する部別訓練を実施した。

年　度

事業概要
　市内社会福祉法人と協定を締結し，福祉避難所として指定するととも
に，災害発生時に一般避難所での生活が困難な要配慮者の状況を踏まえ，
福祉避難所の設置，移送等必要な整備を行った。

事業概要
　市内社会福祉法人と覚書を締結し，災害時に備え備蓄食料を適切に保管
した。

55ページ

事業概要
　避難行動要支援者名簿の整備などにより，災害時に支援を必要とする高
齢者を把握し，地域で助け合える体制づくりを進めた。

実  績

53ページ

54ページ
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各論２
第１章　介護保険事業の実績と見込み

第１節　居宅（介護予防）サービス

（１）訪問サービス

（２）通所サービス

（３）短期入所ービス

（４）福祉用具・住宅改修サービス

（５）その他のサービス

P29～「介護給付費等の推移」参照

第２節　地域密着型（介護予防）サービス

（１）訪問・通所系サービス

（２）施設・居住系サービス

P31～「介護給付費等の推移」参照

第３節　施設サービス

（１）施設サービス

P32～「介護給付費等の推移」参照

第２章　地域支援事業の実績と見込み
第１節　介護予防・日常生活支援総合事業

（１）介護予防・日常生活支援サービス事業

① 訪問型サービス

② 通所型サービス

P37～「地域支援事業費等の推移」参照

事業概要
　要支援者，事業者を対象に，従前の介護予防訪問・通所介護に相当する
サービスや令和3年10月より「通所型短期集中予防サービス」を実施し
た。

58ページ

67ページ

65ページ

59ページ

60ページ

61ページ

62ページ

63ページ

66ページ
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③ その他の生活支援サービス

④ 介護予防ケアマネジメント事業

件

件

件

（２）一般介護予防事業

① 介護予防普及啓発事業

回 人

回 人

回 人

② 地域介護予防活動支援事業

団体 人

団体 人

団体 人

③ 地域リハビリテーション活動支援事業

令和２年度

　令和４年３月より，買い物弱者支援として実施している移動スーパーに
ついて，第2層生活支援コーディネーターと地域関係者で場所の選定を行
なっているが，実施後１年が経過したことから，周回コースの見直しを
図った。

　地域における介護予防活動の取り組みを機能強化するために，リハビリ
テーション専門職が，介護予防サロンや長寿会，支会等の住民主体の通い
の場に対して，専門的・技術的助言を行った。

69ページ

年　度 開催回数 延べ参加者数

690

令和３年度 678

令和４年度 673

事業概要

年　度 介護予防を目的とした団体数 延べ参加者数

令和２年度

事業概要
　地域の支え合い体制を推進する介護予防サロンへの活動支援及び団体へ
の助成を行った。

令和３年度 81

49 634

847

令和４年度 79 952

事業概要

　地域包括支援センターにおいて，総合事業対象者及び要支援認定者に対
し，介護予防，重度化防止を目的として，総合事業の通所型サービス，訪
問型サービス（従前相当及び通所型短期集中予防サービス）の利用に係る
ケアプランの作成，定期的な状況把握，評価等のケアマネジメントを実施
した。

年　度 月平均利用者数

36 21,071

事業概要

令和２年度 34 4,976

令和３年度 34 14,061

令和４年度

70ページ

68ページ

68ページ

事業概要
　各地域包括支援センターが実施主体となり，地域特性を考慮しながら運
動の習慣化，栄養改善，認知症予防等を目的とする介護予防教室を行っ
た。
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団体 回

団体 回

団体 回

（３）その他の介護予防・重度化防止のための取組み

① 高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施

② 地域ケア会議の推進

第２節　包括的支援事業

（１）地域包括支援センターの運営

① 地域包括支援センターの機能強化

73ページ

令和２年度

令和３年度

令和４年度

１回

２回

年　度 支援団体数 支援回数

令和２年度 1

実施回数

年　度

令和４年度

　八千代台圏域で実施。個別的支援は，前年度の特定健康診査の結果から
低栄養と高血圧（未受診）の対象者に健康指導を実施した。通いの場等へ
の積極的な関与等は，手芸等を行う高齢者の通いの場２グループにオーラ
ルフレイル予防の健康教育を実施した。

事業概要

　令和３年度より千葉県後期高齢者医療広域連合より委託を受け，75歳以
上の後期高齢者の健康寿命の延伸を目的に，個別的支援（ハイリスクアプ
ローチ）として，高齢者の低栄養や生活習慣病等の重症化予防の取組と，
通いの場等への積極的な関与（ポピュレーションアプローチ）として，高
齢者の通いの場等において，フレイル予防等の啓発活動を実施した。

令和４年度 1

1

3

実　績

令和２年度 　本市の現状と課題の分析，取組の方向性の検討。

事業概要
　地域で暮らす高齢者を保健，医療，福祉，介護等さまざまな面から総合
的に支援する拠点となるよう，体制等の整備を行った。

八千代市主催 各地域包括支援センター主催

令和３年度

　高津・緑が丘圏域で実施。個別的支援は，前年度の特定健康診査の結果
から低栄養と高血圧（未受診）の対象者に保健指導を実施した。通いの場
等への積極的な関与等は，「やちよ元気体操」の１グループにオーラルフ
レイル予防の健康教育を実施した。

事業概要
　各地域包括支援センターにおいて，個別ケースの課題解決を目的とした
地域ケア会議を開催した。また，令和元年度より市主催による介護予防・
重度化防止のための地域ケア会議を開催した。

事業概要
　広報やちよへの記事掲載，支所や市内医療機関へのリーフレットの設
置，保険証発送時に同封するパンフレットへの記載により周知を図った。

年　度

３回

１１回

９回

１７回

72ページ

71ページ

2

令和３年度 2
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② 総合相談事業

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

各年度4月1日現在

③ 権利擁護事業

地域包括支援センター職員が参加した研修（一部）

人

人

人

④ 包括的・継続的ケアマネジメント支援事業

　

件 回

件 回

件 回

⑤ 家族介護者への支援

回

回

回

センター職員数（事務職員及び指定介護予防支援・介護予防ケアマネジメント業務専従職員を除く。）

センター名 令和３年 令和４年

勝田台 5 5 4

事業概要 　各地域包括支援センターに高齢者人口に合わせた人員を配置した。

令和２年

0

高津・緑が丘 7 7 6

大和田 7 7 7

開催日 主催 内容

阿蘇・睦 6 6 6

村上 5 5 6

八千代台 6 5 4

事業概要
　専門職ごとの定例会議や，各種研修への参加により職員の向上に努め
た。

事業概要
　地域の連携体制づくりや，介護支援専門員の資質向上のための支援及び
個別事例に関する支援を実施した。

参加職員数

8月(1日間） 法テラス千葉 法テラス千葉地方協議会 2

12月(3日間） 千葉県高齢者福祉課 高齢者虐待防止対策研修(現任職員） 1

令和３年度 207 3

令和４年度 208 2

年　度 認知症家族交流会実施回数

令和２年度 １

3月（1日間） 千葉県高齢者福祉課 高齢者虐待防止対策研修(専門研修） 7

年　度 相談件数 研修実施回数

令和２年度 266

事業概要
　家族介護者の孤立や過重な介護による身体的・精神的負担を軽減するた
め，相談しやすい体制を整備し，多機関との連携を図りながら相談に応じ
た。

令和３年度 2

令和４年度 2

74ページ

75ページ

76ページ
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⑥ 地域包括支援センター運営の評価

⑦ 地域包括支援センター運営協議会

回

回

回

（２）在宅医療・介護連携の推進

① 在宅医療・介護連携推進事業

② 八千代市在宅医療・介護連携支援センターの運営

件

件

件

　高齢者が疾病を抱えても，住み慣れた生活の場で療養し，自分らしい生
活を続けられるよう，地域の医療・介護の関係機関が連携して，包括的か
つ継続的な在宅医療・介護の提供を行える体制の構築を推進する。

令和４年度 2

事業概要

　地域の医療・介護関係者や地域包括支援センターから相談を受け付け，
連携調整，情報提供等により，その対応を支援した。令和４年度は，相談
実績２０件。専門職向け研修会を３回実施した。また，専門職向けの「八
千代市在宅医療・介護連携ガイドブック（第２版）」を発行し，市内医
療・介護関係者へ配布した。

年　度 相談件数

令和３年度 ８

令和４年度 ２０

令和２年度 １３

年　度 開催回数

令和２年度 1

令和３年度 1

事業概要

事業概要
　地域包括支援センターの適切な運営を図るために，年に１度，全国共通
の評価指標による地域包括支援センターの運営状況評価を実施し，本市に
おけるセンター運営の改善を図った。

事業概要

77ページ

78ページ

　地域包括支援センターの適切な運営について意見を求めることを目的と
し，年に１回程度，地域包括支援センター運営協議会を開催した。

事業概要

　令和４年度は，NPO法人やちけあコアメンバー会議や八千代市訪問看護
師会ACP担当との会議等に参加し，情報共有を行った。また，株式会社鎌
倉新書と終活連携協定を締結した。市民への情報提供としては，令和３年
度に作成したエンディングノートや人生会議ガイドブックの配布を行っ
た。
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（３）認知症施策の推進

① 認知症初期集中支援推進事業

② 認知症地域支援・ケア向上事業

多職種協働研修

認知症高齢者を介護する家族交流会

79ページ

※（　）内は年度内に終結した事例数

認知症地域支援推進員配置状況

年　度 配置機関数 配置人数

年　度 対応事例数

令和２年度     ２事例（２事例）

令和３年度     １事例（０事例）

令和４年度     ４事例（２事例）

令和３年度

年　度 実施回数 参加人数

令和２年度 0回 0人

令和２年度 6機関 6人

令和３年度 6機関 6人

令和４年度 6機関 6人

令和２年度 1回 17人

2回 18人

令和４年度 2回 25人

令和３年度 1回 63人

令和４年度 0回 0人

年　度 実施回数 参加人数

80ページ

事業概要

　認知症になっても本人の意思が尊重され，できる限り住み慣れた地域の
よい環境で暮らし続けるために，認知症の人やその家族に早期に関わる
「認知症初期集中支援チーム」を設置した。支援チームは,市内認知症疾
患医療センターへ委託している。支援チームは，前年度からの継続１事
例，4年度新規3事例への支援を行った。支援した事例報告及び八千代市の
認知症施策と支援チームの役割について「認知症初期集中支援チーム検討
委員会」で協議した。

事業概要

　認知症の人に必要な医療，介護及び生活支援を行うサービスを有機的に
連携したネットワークを形成し，効果的な支援体制の構築や家族を支援す
る活動を行う認知症地域支援推進員を各地域包括支援センターに配置し
た。
　また，世界アルツハイマーデー及び月間に合わせた普及啓発事業の実
施，認知症ケアパスの普及啓発，認知症高齢者を介護する家族交流会，多
職種協働研修等を実施し，相談支援や支援体制構築のための取り組みを
行った。
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2回 7機関

0回

グループホーム部会

令和２年度 1回

令和３年度 6回 5回

令和４年度 2回 7機関

認知症初期集中支援チーム意見交換会実施状況

令和４年度 3回 5回

介護サービス事業者協議会部会参加回数

年　度 小規模多機能部会

年　度 実施回数 参加機関数

令和２年度 2回 7機関

令和３年度
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（４）生活支援・介護予防サービス体制の整備

① 生活支援体制整備事業

担い手養成講座の開催

第2層
阿蘇

32名

3/11
第2層
阿蘇

13名
通いの場での声掛けや傾聴，杖介
助，歩行介助，車いす介助について
説明

7/30 第１層 11名

10/26・29・11/2
第2層
村上

実15名
延43名

高齢者の現状や支え合い活動を紹
介，生活支援の活動団体立ち上げの
支援中

11/19
第2層
高津

20名
地区の現状や社会資源の案内，事例
を通じた買い物支援の検討

12/18
第2層
高津

20名
団地福祉委員を対象に，事例を通じ
て意見交換，社会資源の案内

81ページ

地域の支え合い活動実施３団体より
活動紹介及び情報交換

12/1・12/8
第2層
勝田台

7/5

令和３年度

実9名
延17名

地区の助け合いや見守り活動の紹
介，認知症サポーター養成事業の実
施

12/19 16名
自治会役員に，地区の現状や包括への相
談内容を説明，助け合い・見守り活動を
案内

令和２年度

3/22 第１層 38名
「傾聴の意義と基本・支えあい活動
による傾聴活動～上手な話の聴き方
とコミュニケーション」の講演

11/5・11/12
第2層
勝田台

実11名
延19名

勝田台地区の現状や地区の社会資源
を案内，認知症への理解を深めても
らい，声かけや見守りの必要性を伝
えながらできることを話し合った。

8/22・8/23
第2層
阿蘇

実8名
延13名

睦地区（大学町）と米本団地の住民
を対象に，認知症の理解を深め既存
の自主活動を情報提供したうえで，
地域の課題と参加者ができることを
グループワークで検討

3/18・19
第2層
阿蘇

実9名
延14名

睦地区（睦台）の住民を対象に，認
知症の理解を深め既存の自主活動を
情報提供したうえで，地域の課題と
参加者ができることをグループワー
クで検討

11/7
第2層
村上

20名

団地の通いの場参加者に，地域の支え合
い活動を紹介，ボランティアポイント
カードを作成

第2層
勝田台

事業概要

　市が，医療，介護サービスの提供のみならず，ＮＰＯ法人，民間企業，
ボランティア，地縁組織等生活支援を担う事業主体と連携し，高齢者の多
様な日常生活上の支援体制の充実強化及び高齢者の社会参加の推進を一体
的に推進する。第1・2層生活支援コーディネーターは，地域包括支援セン
ターの総合相談等から把握した高齢者のニーズと社会資源のマッチングを
行い，第２層協議体や担い手養成講座を実施しました。また，高齢者の社
会参加と介護予防を図ることを目的に，高齢者の通いの場・集いの場を地
図に示した社会参加マップを作成・配布しました。

村上団地南管理組合と自治会役員を
対象に，村上団地の高齢化率や，他
の地域の見守り活動の事例を紹介

11/17
第2層
八千代

台
14名

南支会主催の元気体操の参加者を対
象に，車いすの扱い方について説明

年度 日時 主催 参加者数 内容
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生活支援体制整備事業協議体の開催

回

回

回

回

回

回

回

回

村上 1 箇所 1

圏域 第１層協議体設置数

1勝田台 1

阿蘇・睦 箇所 2

第２層協議体設置数

3

4/21
第2層
阿蘇

18名
市民向けに外出支援を想定した声掛
け，傾聴などについての説明及びゆ
いのわの紹介

5/13
第2層
阿蘇

18名
趣味で繋がるネットワークをテーマ
とした外出支援を見据えた新たな活
動団体立ち上げのの検討

10/20
第2層
村上

9名

会議開催数

箇所

11/14
第2層
高津

20名
高齢化社会の課題の説明及び事例検
討を通した各々ができることの検
討，ゆいのわの紹介

令和４年度

10/29 第１層

54名
（内オン
ライン14

名）

大学准教授によるコロナ禍における
活動に関する講演及び各地区での取
組に関する情報交換

高齢者を取り巻く現状についての説
明及び支え合いゲーム・ゆいのわの
紹介

2/24
第2層
村上

会議開催数（延べ）圏域

八千代台 1 箇所 0

計 8 箇所 6

高津・緑が丘 1 箇所 2

大和田 1 箇所 0

8名
市や圏域の高齢化率を交えて支え合
いの必要性についての説明及び実際
の活動内容やグループの案内

市全域 1 箇所 0
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第３節　任意事業

(1) 介護給付適正化事業

① ケアプランの点検

件

件

件

② 住宅改修等の点検

件

件

件

③ 縦覧点検・医療情報との突合

件

件

件

④ 介護給付費通知の発送

通 通

通 通

通 通

令和２年度

令和２年度 0

令和３年度 0

事業概要
　千葉県国民健康保険団体連合会の介護給付適正化システムを活用し，医
療情報との突合・縦覧点検を実施した。

1

令和３年度 2

事業概要

２月発送数

令和２年度 7,239 7,466

年  度 現場確認件数

82ページ

令和４年度 6

事業概要

7,573

0令和４年度

事業概要

　ケアマネジャーを主な会員とした団体である「やちよケアマネ・ネット
ワーク」の研修会等に保険者として参加し，適切なケアプラン作成への助
言等を行う。また，居宅介護支援事業所の運営指導において，ケアプラン
点検を実施した。

年  度 ケアプラン点検件数

令和２年度 0

7,726

令和４年度 7,912 8,134

令和４年度 2 （2事業所）

（1事業所）

令和３年度 6 （4事業所）

令和３年度

83ページ

84ページ

年　度 ８月発送数

　住宅改修では事前申請時に介護支援専門員等が記載した「住宅改修が必
要な理由書」や改修箇所の写真で点検した。疑義案件については現場確認
を行う。

　介護保険サービスの利用者に利用実績の確認のために「介護給付費通
知」を送付した。

年  度 過誤件数
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⑤ 要介護認定の適正化

研修受講者数

人 人

人 人

人 人

（２）認知症への理解の促進

① 認知症サポーター養成事業

※カッコ内は，地域包括支援センターにおいての開催分

（３）成年後見制度の利用推進
① 成年後見開始の市長申立て制度の活用

9 件

10 件

15 件

② 市民後見推進事業

令和３年度

令和２年度

基礎研修終了者 実務研修修了者

令和３年度

19

247人(203人)

年　度

15 22

8

令和４年度

－

６人

５人

－

－

－

８人

令和２年度

事業概要

令和４年度

－－

85ページ

86ページ

事業概要
　技能の維持・向上及び要介護認定の平準化を図るため，認定調査員（令
和３年度は居宅介護支援事業所及び介護保険施設等の介護支援専門委員を
含む）及び介護認定審査会委員の研修を開催した。

認定調査員

申立て件数（高齢者分）

　認知症等によって判断力が低下し生活維持が困難な独居高齢者等で親族
等による成年後見開始の申立てが困難な方の市長申立てを実施した。

事業概要

年　度

21回(19回) 451人(391人)

令和４年度 21回(19回) 436人(406人)

　後見人活動に必要な知識を習得し，市民後見人として活動できる人材を
育成することを目的として実施した。

令和３年度 55

令和３年度

令和４年度

39

介護認定審査会委員

令和２年度

年  度

令和２年度 13回(11回)

市民後見人登録台帳登載者

事業概要
　市民が，認知症に対する正しい知識を持つことにより，認知症の人や家
族が安心して暮らすことができる地域づくりを推進することを目的として
講座を実施し，「認知症サポーター」を養成した。

年　度 講座開催回数 認知症サポーター数

84ページ
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第４章　介護保険制度の円滑な運営
第１節　円滑な事業運営の推進支援

（２）介護保険事業の質の向上・確保

件 件

件 件

件 件

回

回

回

　利用者からの相談や苦情への対応

件 件 件

件 件 件

件 件 件

件

件

件

（３）介護保険事業の情報の提供

令和４年度 337

4

令和２年度 165

令和３年度

年  度 サービス内容 職員等事業者対応

事業概要

57

事業概要
　市ホームページ，介護事業者情報検索システム等を活用し，介護サービ
ス事業者の情報提供に努めた。

1 3 5

　介護職員初任者研修の受講に要する経費に対し，補助金を交付した。事業概要

令和２年度

98ページ

事業概要

　介護保険サービスの質の確保及び保険給付の適正化を目的として事業者
へ指導を実施した。
※新型コロナウイルス感染症緊急事態宣言中等の蔓延時には、活動を自粛
した。

年  度 指導実施数 監査実施数

令和２年度 0 0

令和３年度 2 0

令和４年度 7 0

令和４年度 9

11

令和３年度 10

令和３年度

事業概要
　広報やちよの特集号掲載，介護保険料のお知らせ，ハートページ等を通
じて，介護保険制度を市民に対して周知した。

事業概要
　介護保険施設等へ介護相談員を派遣し，利用者の要望等を聴取し，サー
ビス提供事業者との調整をすることで介護サービスの質の向上を図った。

年  度 補助件数

令和４年度

244

0

その他

令和２年度

3 10

年  度 施設等訪問数

99ページ

27



第２節　公的介護施設等の整備

(1) 介護保険施設等の整備の推進

(2) 地域密着型サービスの基盤整備の推進

施設の種類
整備済数
施設数
(定員)

新規整備
目標

施設数
(定員)

整備実績
（日常生活圏域）

令和４年度

(1)介護老人福祉施設

(2)介護医療院

(3)定期巡回・随時対応型訪問介護看護

(4)小規模多機能居宅介護

  7 (566)   2 (160) １
（高津・緑が丘地域）

  0

  0

  5 (128)

  1 (50)

  0

  3 (87)

0

0

0

(7)地域密着型特定施設
　 入居者生活介護

  0   0

(8)地域密着型老人福祉施設
　 入所者生活介護

  3 ( 85)   0

(9)看護小規模多機能型居宅介護   2（ 53）  0

(2)夜間対応型訪問介護   0   0

(3)地域密着型通所介護  33 (379)   0

(4)認知症対応型通所介護   4 ( 39)   0

(5)小規模多機能型居宅介護   5 (128)   3 ―

(6)認知症対応型共同生活介護   0

事業概要 　各サービスの必要整備量を見極めながら，計画的な整備を促進します。

施設の種類
整備済数 新規整備目標 整備実績

施設数(定員) 施設数(定員) 令和４年度

(1)定期巡回・随時対応型
　 訪問介護看護

  2   1 ―

  8 (135)

事業概要 　各施設の必要整備量を見極めながら，計画的な整備を促進します。

100ページ

101ページ
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介護給付費等の推移

標準的居宅サービス等/施設サービス量・給付費の推移
(給付費 単位:千円)

第7期

令和2年度 令和3年度 令和4年度

（１）居宅サービス     

①訪問介護

給付費（計画） 1,120,089 1,488,787 1,601,398

給付費（実績） 1,248,033 1,311,022 1,343,910 102.5%

計画対比 111.4% 88.1% 83.9%

回数（計画） 386,614 490,402 527,664

回数（実績） 417,501 429,610 438,641 102.1%

計画対比 108.0% 87.6% 83.1%

人数（計画） 15,732 18,492 19,704

人数（実績） 15,999 16,837 17,296 102.7%

計画対比 101.7% 91.1% 87.8%

②訪問入浴介護

給付費（計画） 90,318 71,167 75,721

給付費（実績） 66,663 73,507 80,470 109.5%

計画対比 73.8% 103.3% 106.3%

回数（計画） 7,338 5,584 5,936

回数（実績） 5,253 5,756 6,301 109.5%

計画対比 71.6% 103.1% 106.1%

人数（計画） 1,392 984 1,044

人数（実績） 969 1,138 1,284 112.8%

計画対比 69.6% 115.7% 123.0%

③訪問看護

給付費（計画） 285,653 341,215 362,290

給付費（実績） 335,394 414,354 473,857 114.4%

計画対比 117.4% 121.4% 130.8%

回数（計画） 67,228 83,509 88,549

回数（実績） 82,497 102,574 120,349 117.3%

計画対比 122.7% 122.8% 135.9%

人数（計画） 6,300 7,260 7,704

人数（実績） 7,516 9,483 10,530 111.0%

計画対比 119.3% 130.6% 136.7%

④訪問リハビリテーション

給付費（計画） 55,088 59,316 62,139

給付費（実績） 55,178 60,718 59,143 97.4%

計画対比 100.2% 102.4% 95.2%

回数（計画） 17,530 19,184 20,083

回数（実績） 17,921 19,434 18,868 97.1%

計画対比 102.2% 101.3% 93.9%

人数（計画） 1,188 1,272 1,332

人数（実績） 1,121 1,199 1,234 102.9%

計画対比 94.4% 94.3% 92.6%

⑤居宅療養管理指導

給付費（計画） 159,077 194,602 206,863

給付費（実績） 179,956 199,724 219,832 110.1%

計画対比 113.1% 102.6% 106.3%

人数（計画） 12,048 15,732 16,704

人数（実績） 14,502 15,822 17,302 109.4%

計画対比 120.4% 100.6% 103.6%

対前年度比
第8期
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第7期

令和2年度 令和3年度 令和4年度
対前年度比

第8期

⑥通所介護

給付費（計画） 1,500,332 1,462,161 1,561,247

給付費（実績） 1,267,639 1,363,101 1,425,615 104.6%

計画対比 84.5% 93.2% 91.3%

回数（計画） 190,589 186,486 198,616

回数（実績） 160,874 160,991 176,981 109.9%

計画対比 84.4% 86.3% 89.1%

人数（計画） 17,880 17,880 19,032

人数（実績） 15,216 16,141 16,794 104.0%

計画対比 85.1% 90.3% 88.2%

⑦通所リハビリテーション

給付費（計画） 351,256 321,894 340,214

給付費（実績） 282,900 279,717 244,952 87.6%

計画対比 80.5% 86.9% 72.0%

回数（計画） 38,170 35,426 37,324

回数（実績） 30,729 30,615 26,765 87.4%

計画対比 80.5% 86.4% 71.7%

人数（計画） 4,536 4,236 4,464

人数（実績） 3,674 3,736 3,416 91.4%

計画対比 81.0% 88.2% 76.5%

⑧短期入所生活介護

給付費（計画） 556,366 571,998 614,142

給付費（実績） 525,560 557,892 561,620 100.7%

計画対比 94.5% 97.5% 91.4%

日数（計画) 65,660 64,532 69,286

日数（実績） 59,112 62,948 63,030 100.1%

計画対比 90.0% 97.5% 91.0%

人数（計画） 4,668 3,948 4,248

人数（実績） 3,607 3,922 3,939 100.4%

計画対比 77.3% 99.3% 92.7%

⑨短期入所療養介護

給付費（計画） 35,134 16,198 16,207

給付費（実績） 14,354 21,033 16,823 80.0%

計画対比 40.9% 129.8% 103.8%

日数（計画） 3,289 1,501 1,501

日数（実績） 1,327 1,777 1,414 79.6%

計画対比 40.3% 118.4% 94.2%

人数（計画） 492 216 216

人数（実績） 192 247 191 77.3%

計画対比 39.0% 114.4% 88.4%

⑩特定施設入居者生活介護

給付費（計画） 809,283 893,122 932,422

給付費（実績） 819,431 850,787 899,693 105.7%

計画対比 101.3% 95.3% 96.5%

人数（計画） 4,200 4,428 4,620

人数（実績） 4,116 4,246 4,419 104.1%

計画対比 98.0% 95.9% 95.6%

⑪福祉用具貸与

給付費（計画） 365,207 420,066 451,056

給付費（実績） 377,199 414,018 452,036 109.2%

計画対比 103.3% 98.6% 100.2%

人数（計画） 25,680 30,792 32,916

人数（実績） 27,419 30,062 46,612 155.1%

計画対比 106.8% 97.6% 141.6%

⑫特定福祉用具販売

給付費（計画） 13,907 16,976 17,655

給付費（実績） 15,215 15,353 15,209 99.1%

計画対比 109.4% 90.4% 86.1%

人数（計画） 468 576 600

人数（実績） 526 527 522 99.1%

計画対比 112.4% 91.5% 87.0%
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令和2年度 令和3年度 令和4年度
対前年度比

第8期

（２）地域密着型サービス     

①定期巡回・随時対応型訪問介護看護

給付費（計画） 109,788 52,033 58,082

給付費（実績） 44,703 40,542 38,416 94.8%

計画対比 40.7% 77.9% 66.1%

人数（計画） 732 312 360

人数（実績） 264 242 227 93.8%

計画対比 36.1% 77.6% 63.1%

②夜間対応型訪問介護

給付費（計画） 0 0 0

給付費（実績） 0 0 0 －

計画対比 － － －

人数（計画） 0 0 0

人数（実績） 0 0 0 －

計画対比 － － －

③地域密着型通所介護

給付費（計画） 613,667 634,889 669,408

給付費（実績） 590,752 609,492 616,375 101.1%

計画対比 96.3% 96.0% 92.1%

回数（計画） 78,767 82,854 87,125

回数（実績） 76,678 79,722 82,784 103.8%

計画対比 97.3% 96.2% 95.0%

人数（計画） 7,716 8,208 8,616

人数（実績） 7,819 8,340 9,290 111.4%

計画対比 101.3% 101.6% 107.8%

④認知症対応型通所介護

給付費（計画） 77,917 79,003 80,101

給付費（実績） 62,316 61,260 74,249 121.2%

計画対比 80.0% 77.5% 92.7%

回数（計画） 6,806 6,704 6,763

回数（実績） 5,275 5,201 6,192 119.1%

計画対比 77.5% 77.6% 91.6%

人数（計画） 636 660 660

人数（実績） 508 484 589 121.7%

計画対比 79.9% 73.3% 89.2%

⑤小規模多機能型居宅介護

給付費（計画） 359,357 341,024 372,345

給付費（実績） 274,441 279,434 289,601 103.6%

計画対比 76.4% 81.9% 77.8%

人数（計画） 1,752 1,644 1,788

人数（実績） 1,353 1,316 1,358 103.2%

計画対比 77.2% 80.0% 76.0%

⑥認知症対応型共同生活介護

給付費（計画） 411,056 425,943 426,180

給付費（実績） 408,237 404,665 410,494 101.4%

計画対比 99.3% 95.0% 96.3%

人数（計画） 1,620 1,620 1,620

人数（実績） 1,571 1,537 1,573 102.3%

計画対比 97.0% 94.9% 97.1%

⑦地域密着型特定施設入居者生活介護

給付費（計画） 0 0 0

給付費（実績） 0 0 0 －

計画対比 － － －

人数（計画） 0 0 0

人数（実績） 0 0 0 －

計画対比 － － －

⑧地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

給付費（計画） 305,513 332,336 332,520

給付費（実績） 323,786 329,452 326,794 99.2%

計画対比 106.0% 99.1% 98.3%

人数（計画） 1,020 1,020 1,020

人数（実績） 1,011 1,014 1,004 99.0%

計画対比 99.1% 99.4% 98.4%
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第7期

令和2年度 令和3年度 令和4年度
対前年度比

第8期

⑨看護小規模多機能型居宅介護

給付費（計画） 72,896 85,982 96,345

給付費（実績） 77,091 94,705 105,792 111.7%

計画対比 105.8% 110.1% 109.8%

人数（計画） 288 288 324

人数（実績） 296 353 368 104.4%

計画対比 102.8% 122.6% 113.7%

（３）住宅改修

給付費（計画） 43,957 54,303 57,390

給付費（実績） 41,336 44,087 36,773 83.4%

計画対比 94.0% 81.2% 64.1%

人数（計画） 444 564 600

人数（実績） 427 482 407 84.4%

計画対比 96.2% 85.5% 67.8%

（４）居宅介護支援

給付費（計画） 600,573 685,145 731,799

給付費（実績） 604,471 661,007 699,046 105.8%

計画対比 100.6% 96.5% 95.5%

人数（計画） 42,192 47,100 50,196

人数（実績） 41,717 44,504 47,704 107.2%

計画対比 98.9% 94.5% 95.0%

（５）介護保険施設サービス     

①介護老人福祉施設

給付費（計画） 1,900,023 1,958,218 1,959,305

給付費（実績） 1,809,646 1,937,169 2,032,993 104.9%

計画対比 95.2% 98.9% 103.8%

人数（計画） 7,728 7,524 7,524

人数（実績） 7,062 7,541 7,761 102.9%

計画対比 91.4% 100.2% 103.1%

②介護老人保健施設

給付費（計画） 1,104,162 1,373,483 1,374,245

給付費（実績） 1,336,240 1,324,750 1,354,639 102.3%

計画対比 121.0% 96.5% 98.6%

人数（計画） 4,284 4,836 4,836

人数（実績） 4,752 4,695 4,752 101.2%

計画対比 110.9% 97.1% 98.3%

③介護療養型医療施設

給付費（計画） 4,318 5,765 5,768

給付費（実績） 7,716 2,086 0 0.0%

計画対比 178.7% 36.2% 0.0%

人数（計画） 12 12 12

人数（実績） 21 8 0 0.0%

計画対比 175.0% 66.7% 0.0%

④介護医療院

給付費（計画） 0 11,250 11,256

給付費（実績） 12,334 17,514 21,976 125.5%

計画対比 #DIV/0! 155.7% 195.2%

人数（計画） 0 36 36

人数（実績） 39 55 68 123.6%

計画対比 － － －

⑤療養病床（医療保険適用）からの転換分

給付費（計画） 0 0 0

給付費（実績） 0 0 0 －

計画対比 － － －

人数（計画） 0 0 0

人数（実績） 0 0 0 －

計画対比 － － －
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第7期

令和2年度 令和3年度 令和4年度
対前年度比

第8期

介護給付費計 令和2年度 令和3年度 令和4年度

給付費（計画） 10,944,937 11,896,876 12,416,098

給付費（実績） 10,780,591 11,367,389 11,800,308 103.8%

計画対比 98.5% 95.5% 95.0%

日数・回数（計画） 861,991 976,183 1,042,847

日数・回数（実績） 857,167 898,628 941,325 104.8%

計画対比 99.4% 92.1% 90.3%

人数（計画） 163,008 179,640 190,176

人数（実績） 161,697 173,931 198,640 114.2%

計画対比 99.2% 96.8% 104.5%
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予防給付費等の推移

標準的介護予防サービス等サービス量・給付費の推移
(給付費 単位:千円)

第7期

令和2年度 令和3年度 令和4年度

（１）介護予防サービス    

①介護予防訪問介護

給付費（計画） 0 0 0

給付費（実績） 0 0 0 －

計画対比 － － －

人数（計画） 0 0 0

人数（実績） 0 0 0 －

計画対比 － － －

②介護予防訪問入浴介護

給付費（計画） 0 0 0

給付費（実績） 0 63 38 －

計画対比 － － －

回数（計画） 0 0 0

回数（実績） 0 7 4 －

計画対比 － － －

人数（計画） 0 0 0

人数（実績） 0 3 2 －

計画対比 － － －

③介護予防訪問看護

給付費（計画） 27,931 44,237 45,827

給付費（実績） 39,782 29,815 32,427 108.8%

計画対比 142.4% 67.4% 70.8%

回数（計画） 8,044 12,996 13,458

回数（実績） 11,666 8,107 8,092 99.8%

計画対比 145.0% 62.4% 60.1%

人数（計画） 852 1,392 1,440

人数（実績） 1,241 1,086 1,139 104.9%

計画対比 145.7% 78.0% 79.1%

④介護予防訪問リハビリテーション

給付費（計画） 5,672 8,189 8,734

給付費（実績） 6,546 5,094 4,393 86.2%

計画対比 115.4% 62.2% 50.3%

回数（計画） 1,872 2,837 3,025

回数（実績） 2,302 1,788 1,612 90.2%

計画対比 123.0% 63.0% 53.3%

人数（計画） 120 192 204

人数（実績） 160 142 132 93.0%

計画対比 133.3% 74.0% 64.7%

⑤介護予防居宅療養管理指導

給付費（計画） 11,730 11,587 11,715

給付費（実績） 11,786 12,824 13,217 103.1%

計画対比 100.5% 110.7% 112.8%

人数（計画） 1,068 1,068 1,080

人数（実績） 1,070 1,115 1,155 103.6%

計画対比 100.2% 104.4% 106.9%

⑥介護予防通所介護

給付費（計画） 0 0 0

給付費（実績） 0 0 0 －

計画対比 － － －

人数（計画） 0 0 0

人数（実績） 0 0 0 －

計画対比 － － －

対前年度比
第8期
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令和2年度 令和3年度 令和4年度
対前年度比

第8期

⑦介護予防通所リハビリテーション

給付費（計画） 30,749 48,816 52,225

給付費（実績） 44,446 51,714 49,892 96.5%

計画対比 144.5% 105.9% 95.5%

人数（計画） 1,020 1,584 1,692

人数（実績） 1,419 1,630 1,641 100.7%

計画対比 139.1% 102.9% 97.0%

⑧介護予防短期入所生活介護

給付費（計画） 4,113 1,349 1,544

給付費（実績） 1,854 3,474 2,765 79.6%

計画対比 45.1% 257.5% 179.1%

日数（計画） 622 184 212

日数（実績） 233 644 465 72.2%

計画対比 37.5% 350.8% 218.9%

人数（計画） 144 60 72

人数（実績） 50 78 70 89.7%

計画対比 34.7% 130.0% 97.2%

⑨介護予防短期入所療養介護

給付費（計画） 0 451 451

給付費（実績） 523 367 0 0.0%

計画対比 － － －

日数（計画） 0 42 42

日数（実績） 49 35 0 0.0%

計画対比 － － －

人数（計画） 0 12 12

人数（実績） 11 9 0 0.0%

計画対比 － － －

⑩介護予防特定施設入居者生活介護

給付費（計画） 75,213 34,125 36,076

給付費（実績） 37,636 38,794 34,199 88.2%

計画対比 50.0% 113.7% 94.8%

人数（計画） 1,068 480 504

人数（実績） 527 526 456 86.7%

計画対比 49.3% 109.6% 90.5%

⑪介護予防福祉用具貸与

給付費（計画） 25,671 31,704 33,301

給付費（実績） 30,954 33,837 36,590 108.1%

計画対比 120.6% 106.7% 109.9%

人数（計画） 5,112 5,712 6,000

人数（実績） 5,455 5,670 5,851 103.2%

計画対比 106.7% 99.3% 97.5%

⑫介護予防特定福祉用具販売

給付費（計画） 3,193 2,749 2,749

給付費（実績） 2,401 3,113 3,458 111.1%

計画対比 75.2% 113.2% 125.8%

人数（計画） 144 144 144

人数（実績） 105 120 134 111.7%

計画対比 72.9% 83.3% 93.1%

（２）地域密着型介護予防サービス

①介護予防認知症対応型通所介護

給付費（計画） 0 0 0

給付費（実績） 0 0 0 －

計画対比 － － －

回数（計画） 0 0 0

回数（実績） 0 0 0 －

計画対比 % % %

人数（計画） 0 0 0

人数（実績） 0 0 0 －

計画対比 － － －
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令和2年度 令和3年度 令和4年度
対前年度比

第8期

②介護予防小規模多機能型居宅介護

給付費（計画） 27,150 10,653 10,659

給付費（実績） 7,866 7,239 4,023 55.6%

計画対比 29.0% 68.0% 37.7%

人数（計画） 384 144 144

人数（実績） 107 94 51 54.3%

計画対比 27.9% 65.3% 35.4%

③介護予防認知症対応型共同生活介護

給付費（計画） 0 0 0

給付費（実績） 0 432 354 －

計画対比 － － －

人数（計画） 0 0 0

人数（実績） 0 2 1 －

計画対比 － － －

（３）住宅改修

給付費（計画） 24,534 13,768 13,768

給付費（実績） 15,308 18,103 22,213 122.7%

計画対比 62.4% 131.5% 161.3%

人数（計画） 240 144 144

人数（実績） 159 181 225 124.3%

計画対比 66.3% 125.7% 156.3%

（４）介護予防支援

給付費（計画） 33,064 37,166 38,957

給付費（実績） 35,534 37,828 39,234 103.7%

計画対比 107.5% 101.8% 100.7%

人数（計画） 6,972 7,812 8,184

人数（実績） 7,509 7,834 8,074 103.1%

計画対比 107.7% 100.3% 98.7%

予防給付費計 令和2年度 令和3年度 令和4年度 対前年度比

給付費（計画） 269,020 244,794 256,006

給付費（実績） 234,635 242,697 242,803 100.0%

計画対比 87.2% 99.1% 94.8%

日数・回数（計画） 10,538 16,058 16,738

日数・回数（実績） 14,250 10,581 10,173 96.1%

計画対比 135.2% 65.9% 60.8%

人数（計画） 17,124 18,744 19,620

人数（実績） 17,813 18,490 18,931 102.4%

計画対比 104.0% 98.6% 96.5%

総給付費計 令和2年度 令和3年度 令和4年度 対前年度比

給付費（計画） 11,213,957 12,141,670 12,672,104

給付費（実績） 11,015,226 11,610,086 12,043,111 103.7%

計画対比 98.2% 95.6% 95.0%

日数・回数（計画） 872,529 992,233 1,059,585

日数・回数（実績） 871,417 909,209 951,498 104.7%

計画対比 99.9% 91.6% 89.8%

人数（計画） 180,132 202,320 209,796

人数（実績） 179,510 192,421 217,571 113.1%

計画対比 99.7% 95.1% 103.7%
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地域支援事業費等の推移

（単位:件）
第7期

令和2年度 令和3年度 令和4年度
（１）介護予防・日常生活支援総合事業

一般介護予防事業

49 81 79
634 847 724 85.5%

－ － －

56 37 40
34 34 36 105.9%

60.7% 91.9% 90.0%

＊介護予防普及啓発事業は,平成28年9月まで介護予防施策事業として実施。

介護予防・生活支援サービス

①第１号訪問事業

7,560 5,460 5,088
5,926 5,628 5,381 95.6%
78.4% 103.1% 105.8%

②第１号通所事業

8,484 6,648 6,252
7,375 7,806 7,996 102.4%
86.9% 117.4% 127.9%

③第１号介護予防支援事業

9,720 8,400 8,532
8,275 8,136 8,073 99.2%
85.1% 96.9% 94.6%

6 6 6
6 6 6 100.0%

100.0% 100.0% 100.0%
30,612 4,608 4,778
68,170 4,393 4,510 102.7%
222.7% 95.3% 94.4%

14 14 14
13 14 14 100.0%

100.0% 100.0% 100.0%

（単位：円）
令和2年度 令和3年度 令和4年度 対前年度比

792,690,000 707,827,000 743,899,000
621,490,934 627,212,467 654,604,597 104.4%

78.4% 88.6% 88.0%

介護予防・日常生活支援総合事業

459,344,000 451,755,000 457,816,000
377,201,743 391,560,682 400,165,257 102.2%

82.1% 86.7% 87.4%  

事業費（計画） ― ― ―
事業費（実績） 109,662,780 106,780,970 105,838,562 99.1%
計画対比 ― ― ―

事業費（計画） ― ― ―
事業費（実績） 212,812,785 227,113,994 231,683,961 102.0%
計画対比 ― ― ―

事業費（計画） ― ― ―
事業費（実績） 39,074,176 39,331,509 39,357,685 100.1%
計画対比 ― ― ―

包括的支援・任意事業

333,346,000 256,072,000 286,083,000
244,289,191 235,651,785 254,139,340 107.8%

73.3% 92.0% 88.8%

①第１号訪問事業

②第１号通所事業

③第１号介護予防支援事業

（２）包括的支援事業

地域包括支援センター設置数（計画）

計画対比

計画対比
事業費（実績）
事業費（計画）

①介護相談員派遣等事業

件数（実績）
件数（計画）

相談対応延べ件数（実績）

対前年度比

相談対応延べ件数（計画）

計画対比
人数（実績）
人数（計画）

計画対比

団体数（実績）

①介護予防普及啓発事業

人数（実績）

②地域介護予防活動支援事業

総事業費（実績）

地域支援事業費計

（３）任意事業　

計画対比
地域包括支援センター設置数（実績）

教室開催数（実績）
参加者数（実績）
計画対比

団体数（計画）

計画対比

計画対比

人数（計画）

第8期

介護相談員数（実績）
介護相談員数（計画）

計画対比
事業費（実績）
事業費（計画）

計画対比

総事業費（計画）

計画対比

37 



（給付費　単位：千円）

計画対比

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和４年度

10,944,937 11,896,876 12,416,098 10,780,591 11,367,389 11,800,308 95.0%

居宅サービス等 5,986,240 6,596,950 7,030,543 5,833,328 6,266,320 6,528,979 92.9%

地域密着型サービス 1,950,194 1,951,210 2,034,981 1,781,327 1,819,550 1,861,721 91.5%

介護保険施設サービス 3,008,503 3,348,716 3,350,574 3,165,936 3,281,519 3,409,608 101.8%

269,020 244,794 256,006 234,635 242,697 242,803 94.8%

38 介護予防サービス等 241,870 234,141 245,347 226,769 235,026 238,426 97.2%

地域密着型サービス 27,150 10,653 10,659 7,866 7,671 4,377 41.1%

11,213,957 12,141,670 12,672,104 11,015,226 11,610,086 12,043,111 95.0%

303,389 272,511 256,143 301,323 261,301 224,368 87.6%

286,020 347,560 355,608 350,097 357,186 365,123 102.7%

9,718 9,842 10,260 9,904 10,644 11,234 109.5%

11,813,084 12,771,583 13,294,115 11,676,550 12,239,217 12,643,836 95.1%

※　合計と内訳は，四捨五入の関係で一致しない場合があります。
※　居宅（介護予防）サービス等には，住宅改修，居宅介護（介護予防）支援を含みます。

標準給付費　（C）＋（D）＋（E）＋（F）

総給付費 (C)  = (A) + (B)

特定入所者介護サービス費等給付額
(D)

算定対象審査支払手数料（F）

高額介護サービス費，高額医療合算介
護サービス費等給付額（E）

標準給付費[年度別]計画・実績比較表

給付費[年間]
（千円）

計画 実績

介護給付費(A)

予防給付費(B)



 近隣市状況比較表

24.85% 23.56% 33.28% 27.06%

前期高齢者割合10.5％ 前期高齢者割合10.3％ 前期高齢者割合15.4％ 前期高齢者割合12.0％

８５歳未満後期高齢者割合10.2％ ８５歳未満後期高齢者割合9.2％ ８５歳未満後期高齢者割合13.1％ ８５歳未満後期高齢者割合10.8％

８５歳以上後期高齢者割合4.1％ ８５歳以上後期高齢者割合4.1％ ８５歳以上後期高齢者割合4.8％ ８５歳以上後期高齢者割合4.3％

人口：204,818人 人口：175,043人 人口：171,037人 人口：550,898人

〔住民基本台帳等〕 ［習志野市HP］ ［佐倉市HP］

要支援１ 1,186 人 ( 12.7% ) 要支援１ 1,312 人 ( 16.6% ) 要支援１ 1,424 人 ( 16.0% ) 要支援１ 3,922 人 ( 15.0% )

要支援２ 1,254 ( 13.4% ) 要支援２ 742 ( 9.4% ) 要支援２ 1,624 ( 18.2% ) 要支援２ 3,620 ( 13.8% )

要介護１ 2,148 ( 23.0% ) 要介護１ 2,127 ( 26.9% ) 要介護１ 1,451 ( 16.3% ) 要介護１ 5,726 ( 21.9% )

要介護２ 1,498 ( 16.0% ) 要介護２ 1,142 ( 14.4% ) 要介護２ 1,225 ( 13.8% ) 要介護２ 3,865 ( 14.8% )

3
9 要介護３ 1,275 ( 13.6% ) 要介護３ 1,086 ( 13.7% ) 要介護３ 1,072 ( 12.0% ) 要介護３ 3,433 ( 13.1% )

要介護４ 1,226 ( 13.1% ) 要介護４ 912 ( 11.5% ) 要介護４ 1,273 ( 14.3% ) 要介護４ 3,411 ( 13.0% )

要介護５ 768 ( 8.2% ) 要介護５ 590 ( 7.5% ) 要介護５ 839 ( 9.4% ) 要介護５ 2,197 ( 8.4% )

合 計 9,355 ( 100% ) 合 計 7,911 ( 100% ) 合 計 8,908 ( 100% ) 合 計 26,174 ( 100.0% )

認定率：18.0％ 認定率：18.7％ 認定率：15.3％ 認定率：17.1％

居宅（介護予防）サービス 居宅（介護予防）ｻｰﾋﾞｽ 居宅（介護予防）ｻｰﾋﾞｽ 居宅（介護予防）ｻｰﾋﾞｽ
（ 56.2% ） （ 57.1% ） （ 51.2% ） （ 54.8% ）

地域密着型（介護予防）サービス 地域密着型（介護予防）ｻｰﾋﾞｽ 地域密着型（介護予防）ｻｰﾋﾞｽ 地域密着型（介護予防）ｻｰﾋﾞｽ
（ 15.6% ） （ 14.1% ） （ 12.6% ） （ 14.0% ）

施設サービス 施設ｻｰﾋﾞｽ 施設ｻｰﾋﾞｽ 施設ｻｰﾋﾞｽ
（ 28.3% ） （ 28.8% ） （ 36.2% ） （ 31.2% ）

給付費合計 給付費合計 給付費合計 給付費合計

（ 100.0% ） （ 100.0% ） （ 100.0% ） （ 100.0% ）

※認定率は、認定者数／1号被保険者数

要支援・要介
護認定者数

※令和5年3月
末現在
※（ ）は全体に
占める割合

八千代市 習志野市 佐倉市 ３市計

高齢化率

※令和5年3月
末現在
※総人口に占
める割合

19,079,437

1,866,098 1,529,368 1,499,932 4,895,398

介護給付費
等

※令和4年度
実績
※単位：千円
※（ ）は全体に
占める割合

6,767,405 6,215,617 6,096,415

3,409,608 3,139,911 4,319,444 10,868,963

12,043,111 10,884,896 11,915,791 34,843,798



現年度分
滞　納
繰越分

計
現年
度分

滞　納
繰越分

計
現年
度分

滞　納
繰越分

計
現年
度分

滞　納
繰越分

計
現年
度分

滞　納
繰越分

計 予算比

( 4,477,299) ( 4,477,299) (0) (0)

2,862,708,810 0 2,862,708,810 2,867,186,109 0 2,867,186,109 0 △4,477,299 0 △4,477,299 100.00 0 100.00

( 257,381) ( 50,815) ( 308,196) ( 26,971,933) ( 30,918,485) ( 57,890,418)

289,144,271 58,066,708 347,210,979 262,429,719 10,230,219 272,659,938 16,968,819 26,714,552 30,867,670 57,582,222 90.67 17.53 78.44

( 4,734,680) ( 50,815) ( 4,785,495) ( 26,971,933) ( 30,918,485) ( 57,890,418)

2,962,929,000 13,077,000 2,976,006,000 3,151,853,081 58,066,708 3,209,919,789 3,129,615,828 10,230,219 3,139,846,047 16,968,819 22,237,253 30,867,670 53,104,923 99.14 17.53 97.67 105.51

※　収入済額は還付未済額を含んだ額。（　　）書きは還付未済額。また，収入未済額の（　　）書きは還付未済額を考慮した額。
※　収納率は還付未済額を除いた数値。ただし，予算比は予算現額に対する収入済額の比率。
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収 入 未 済 額

区分

合計

 

収 入 済 額予 算 現 額

特別
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議題（２）資料 

八千代市高齢者等の保健福祉・介護保険ニーズ調査結果報告書について 

１．調査の概要 

この調査は，八千代市内の高齢者等の生活状況や保健福祉・介護保険に関しての意見・要望を把握し，今後の

高齢者保健福祉行政のより一層の計画的かつ効果的な推進と新しい介護保険事業計画策定のために実施したも

のです。 

なお，①高齢者一般については，国の定める介護予防・日常生活圏域ニーズ調査として実施し，地域包括ケア

「見える化」システムに登録し，調査結果の地域間比較等を行います。 

 

区分 調査対象 対象者数 有効回収数 有効回収率 

①高齢者一般 
八千代市内に在住の 65 歳以上

の方から無作為抽出 
3,000 人 1,732 57.7％ 

②在宅要支援・要介

護認定者 

八千代市内に在住の，在宅で要支援・要

介護認定を受けている方から無作為抽出 
2,000 人 999 49.9％ 

③若年者 
八千代市内に在住の 40 歳以上

65 歳未満の方から無作為抽出 
2,000 人 759 37.9％ 

④介護保険サービ

ス提供事業者 

八千代市内で介護保険サービス

事業所を運営している法人 
- 43 - 
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２．各リスク等の状況について 

高齢者一般及び在宅要支援・要介護認定者における各リスク該当の割合 

 高齢者一般 在宅要支援者 在宅要介護認定者 

①運動機能 12.3％ 55.9％ 78.1％ 

②転倒 30.3％ 53.3％ 65.9％ 

③口腔機能 26.6％ 41.5％ 51.0％ 

④低栄養 1.3％ 3.9％ 6.6％ 

⑤閉じこもり 13.6％ 34.4％ 49.9％ 

⑥認知機能 43.9％ 57.6％ 73.1％ 

⑦うつ傾向 39.5％ 62.3％ 69.5％ 

⑧手段的自立（IADL） 3.8％ 17.6％ 71.4％ 

⑨知的能動性 17.1％ 25.1％ 63.8％ 

⑩社会的役割 36.7％ 60.6％ 87.7％ 

【傾向】 

・ 高齢者一般も，在宅要支援・要介護認定者も，⑥認知機能，⑦うつリスクが比較的高い傾向にありますが，

前回調査と比較すると若干減少しています。 

・ そのほかの項目では，在宅要支援・要介護認定者ともに⑩社会的役割のリスクが高く，社会的孤立等のリス

クが懸念されます。 

 

年齢区分毎における各リスク該当の割合 【高齢者一般】 

 70 歳未満 70～74 歳 75～79 歳 80～84 歳 85 歳以上 

①運動機能 6.5% 7.5% 6.3% 18.0% 27.9% 

②転倒 21.7% 26.9% 27.5% 29.7% 49.4% 

③口腔機能 22.2% 23.7% 24.6% 30.8% 33.9% 

④低栄養 0.4% 1.1％ 1.3% 2.2% 1.3% 

⑤閉じこもり 5.8% 6.8% 12.7% 17.8% 28.6% 

⑥認知機能 29.6% 40.6% 42.0% 53.2% 55.2% 

⑦うつ傾向 40.4% 40.0% 37.7% 39.4% 40.7% 

⑧手段的自立（IADL） 1.1% 2.2% 2.7% 4.7% 9.9% 

⑨知的能動性 21.7% 16.9% 13.9% 15.8% 19.3% 

⑩社会的役割 32.5% 34.6% 34.0% 37.7% 47.8% 

【傾向】 

・ ①運動機能は 80 歳以上から，②転倒は 85 歳以上から，リスクが上昇する傾向がみられます。 

・ ⑥認知機能は 70 歳及び 80 歳から，それぞれリスクが上昇する傾向がみられます。 
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圏域別にみたリスクのまとめ【高齢者一般】                     単位；％ 

 

※手段的自立度（IADL），知的能動性，社会的役割は「低い」と判定された割合 

【傾向】 

・ 圏域間で最も大きな差があるものは「運動器機能」で 13.5 ポイントとなっています。以下「知的能動性」が

12.5 ポイント，「閉じこもり」が 10.9 ポイント，「うつ傾向」が 10.8 ポイントなどとなっており，いずれも，

睦，阿蘇地域の割合が高くなっています。 

・ 「運動器機能」のリスク該当者が最も多かった睦圏域では「転倒」，「口腔機能」，「閉じこもり」，「手段的自

立度（IADL）」も，圏域別で最も多くなっています。 

・ 「認知機能」のリスク該当者が最も多かった阿蘇地域では「うつ傾向」，「知的能動性」，「社会的役割」も，

圏域別で最も多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

運
動
器
機
能

転
倒

口
腔
機
能

低
栄
養

閉
じ
こ
も
り

認
知
機
能

う
つ
傾
向

手
段
的
自
立
度

(IADL)

知
的
能
動
性

社
会
的
役
割

大和田 11.8 32.6 26.9 1.6 14.8 44.3 37.2 4.5 15.8 32.5

高津・緑が丘 11.1 28.8 23.1 1.1 12.6 41.6 39.3 3.6 17.3 34.1

八千代台 12.7 29.2 28.6 1.3 9.6 42.5 39.6 3.0 16.3 39.9

睦 23.3 33.8 31.6 0.0 20.5 45.9 41.1 8.1 24.3 39.1

村上 9.8 30.2 28.5 1.2 14.6 46.3 38.0 3.4 17.2 38.4

阿蘇 10.8 28.4 31.0 2.1 15.7 52.0 48.0 3.1 25.5 40.6

勝田台 15.0 30.5 23.1 1.2 15.5 41.9 40.6 3.3 13.0 39.1

最大値と最小値
の差

13.5 5.4 8.5 2.1 10.9 10.4 10.8 5.1 12.5 8.1



4 

 

３．介護保険サービス以外の支援・サービスについて 

＜在宅要支援者＞                                     単位；％ 

 

＜在宅要介護者＞                                     単位：％ 

 

【傾向】 

・ 「移送サービス（介護・福祉タクシーなど）」・「外出同行」の必要性は高いといえます。 

・ そのほかのものについて，「食品，生活用品の配達」，「見守り・声掛け」の必要性が比較的高いといえます。 

  

  在宅要支援者
  (n=411)

移
送
サ
ー
ビ
ス
（
介
護
・

福
祉
タ
ク
シ
ー
な
ど
）

食
品
、
生
活
用
品
の
配
達

見
守
り
、
声
か
け

外
出
同
行

（
通
院
・
買
物
な
ど
）

配
食

ご
み
出
し

サ
ロ
ン
な
ど
の
定
期
的
な

通
い
の
場

①
利
用
し
て
い
な
い
／

②
わ
か
ら
な
い

そ
の
他

無
回
答

利用している① 7.5 6.8 4.4 4.1 2.9 1.9 1.7 47.0 4.6 30.7

必要と感じる② 35.0 24.1 17.0 21.7 11.7 13.9 6.6 17.5 6.8 21.2

②-① 27.5 17.3 12.7 17.5 8.8 11.9 4.9 -

  在宅要介護者
  (n=588)

移
送
サ
ー
ビ
ス
（
介
護
・

福
祉
タ
ク
シ
ー
な
ど
）

外
出
同
行

（
通
院
・
買
物
な
ど
）

食
品
、
生
活
用
品
の
配
達

配
食

ご
み
出
し

見
守
り
、
声
か
け

サ
ロ
ン
な
ど
の
定
期
的
な

通
い
の
場

①
利
用
し
て
い
な
い
／

②
わ
か
ら
な
い

そ
の
他

無
回
答

利用している① 11.1 5.3 4.9 4.9 4.3 3.7 2.0 51.7 3.1 24.7

必要と感じる② 36.9 21.8 20.4 11.4 11.1 16.2 4.8 25.3 4.8 16.7

②-① 25.9 16.5 15.5 6.5 6.8 12.4 2.7 -
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４．毎日の生活について 

介護予防への取組の状況                                 単位：％ 

 

 

介護予防への取組を行わない理由                             単位：％ 

 

【傾向】 

・ 介護予防への取組の状況について，高齢者一般，在宅要支援者，在宅要介護者では「はい」が過半数を占め

ています。中でも在宅要支援者の取組状況が高い割合となっており，重度化を防ぐ意識の高さが伺えます。 

・ 一方，介護予防の取組を行わない理由については，高齢者一般では「必要性を感じない」，在宅要支援者で

は「やり方がわからない」が多数を占めており，周知や勧奨等の実施により，取組状況の向上が期待できま

す。 

 

 

 

 

 

 

はい

60.5

76.2

66.3

36.8

いいえ

37.8

20.4

29.4

62.7

無回答

1.7

3.4

4.3

0.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

高齢者一般

(n=1,732)

在宅要支援者

(n=411)

在宅要介護者

(n=588)

若年者

(n=759)

必
要
性
を
感
じ
な
い

や
り
方
が
分
か
ら
な
い

興
味
が
な
い

時
間
が
な
い

持
病
や
心
身
の
状
態
に
よ
り

行
う
こ
と
が
で
き
な
い

取
り
組
ん
で
も
意
味
が
な
い

そ
の
他

特
に
理
由
は
な
い

無
回
答

高齢者一般(n=655) 44.9 22.1 7.2 6.9 4.6 1.2 3.1 24.9 1.7

在宅要支援者(n=84) 14.3 38.1 13.1 2.4 21.4 6.0 4.8 19.0 4.8

在宅要介護者(n=173) 10.4 28.3 20.2 1.7 31.8 5.8 5.8 20.8 1.2
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５ 健康と生活状況 

介助・介護が必要となった主な理由                             単位：％ 

 

【傾向】 

・ 高齢者一般，在宅要支援者，在宅要介護者のいずれも「高齢による衰弱」が最も多く，次いで，「骨折・転倒」

の割合が高くなっています。 

・ 在宅要介護者では「認知症(アルツハイマー病等)」が 26.2％で他の区分より多くなっています。 

 

かかりつけ医・歯科医師・薬剤師                               単位：％ 

 決めている（近

所の診療所） 

決めている（総

合病院） 

その時々で変え

ているので決め

ていない 

滅多に利用して

いないので決め

ていない。 

無回答 

 高齢 若年 高齢 若年 高齢 若年 高齢 若年 高齢 若年 

医師 73.7 65.0 19.5 8.3 5.4 19.8 8.6 32.7 4.2 1.1 

歯科医師 74.6 60.9 3.0 1.3 3.8 10.5 14.1 22.4 5.4 0.8 

薬剤師 48.4 24.2 10.6 2.9 17.8 36.0 16.2 35.6 7.0 1.3 

※ 高齢：高齢者一般 

  若年：若年者 

 

【傾向】 

・ 高齢者一般も，若年者も，かかりつけ医，かかりつけ歯科医師を近所の診療所としている割合が高いです。 

・ 薬剤師については，高齢者一般の半数近くはかかりつけを決めておりますが，若年者は決めていない割合の

合計が 71.6％で，７割に達しています。 

 

 

 

 

 

 

 

脳

卒

中

（

脳

出

血

・

脳

梗

塞

等

）

心

臓

病

が

ん

（

悪

性

新

生

物

）

呼

吸

器

の

病

気

（

肺

気

腫

・

肺

炎

等

）

関

節

の

病

気

（

リ

ウ

マ

チ

等

）

認

知

症

(

ア

ル

ツ

ハ

イ

マ

ー

病

等

)

パ

ー

キ

ン

ソ

ン

病

糖

尿

病

腎

疾

患

（

透

析

）

視

覚

・

聴

覚

障

害

骨

折

・

転

倒

脊

椎

損

傷

高

齢

に

よ

る

衰

弱

そ

の

他

不

明

無

回

答

高齢者一般 11.2 10.6 8.9 5.0 8.4 10.1 2.2 9.5 2.8 14.0 16.2 5.0 35.2 16.2 0.0 9.5

在宅要支援者 9.7 13.5 4.2 6.9 13.5 3.5 2.4 10.4 2.8 8.0 21.1 11.8 29.1 20.8 0.7 6.6

在宅要介護者 19.8 12.7 6.5 4.7 8.8 26.2 4.7 11.2 4.5 6.2 26.9 6.5 30.3 14.6 0.6 0.9
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６．認知症や成年後見制度について 

認知症の症状のある人                                  単位：％ 

 

認知症に関する相談窓口の認知度                             単位：％ 

 

成年後見制度の認知度                                  単位：％ 

 

 

 

はい

8.9

15.1

34.5

16.6

いいえ

88.2

78.3

60.0

82.9

無回答

2.9

6.6

5.4

0.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

高齢者一般

(n=1,732)

在宅要支援者

(n=411)

在宅要介護者

(n=588)

若年者

(n=759)

はい

21.2

24.3

27.2

19.9

いいえ

75.8

69.1

67.5

79.1

無回答

3.0

6.6

5.3

1.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

高齢者一般

(n=1,732)

在宅要支援者

(n=411)

在宅要介護者

(n=588)

若年者

(n=759)

名前も内容も知っている

22.2

17.5

12.2

25.7

名前は知っているが

内容は知らない

46.5

47.0

39.3

45.5

知らない

28.9

29.4

42.9

27.8

無回答

2.4

6.1

5.6

1.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

高齢者一般

(n=1,732)

在宅要支援者

(n=411)

在宅要介護者

(n=588)

若年者

(n=759)
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成年後見制度の相談窓口の認知度                              単位：％ 

 

 

【傾向】 

・ 認知症の症状がある、または家族に認知症の症状がある人について、いずれも「いいえ」が過半数を占めて

いまが，高齢者一般から在宅要介護者にかけて「はい」が多くなっており、在宅要介護者では 34.5％となって

います。 

・ 認知症に関する相談窓口の認知度は、いずれも「いいえ」が過半数を占めています。 

・ 成年後見制度の内容まで把握している人は少なく、高齢者一般から在宅要介護者にかけて認知度が低くな

っています。 

・ 成年後見制度の相談窓口の認知度については、「どれも知らない」が多く、認知症に関する相談窓口と合わ

せて、周知方法等の検討が必要とされます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市
役
所

地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー

後
見
支
援
セ
ン
タ
ー

（
社
会
福
祉
協
議
会
）

千
葉
県
弁
護
士
会

千
葉
県
司
法
書
士
会

千
葉
県
社
会
福
祉
士
会

そ
の
他

ど
れ
も
知
ら
な
い

無
回
答

高齢者一般(n=1,732) 34.9 26.8 11.5 5.6 3.1 1.8 1.6 42.0 3.8

在宅要支援者(n=411) 23.8 38.0 10.0 4.6 3.9 2.2 1.9 37.7 8.0

在宅要介護者(n=588) 23.6 27.9 6.6 3.4 2.7 1.2 1.5 48.8 7.8

若年者(n=759) 27.5 19.8 9.4 5.4 5.1 2.4 0.4 58.0 0.9
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７．高齢者福祉・介護保険制度等 

介護保険の認知度                                単位：％ 

 

【傾向】 

・ 在宅要支援・要介護認定者の半数近くは，介護保険について，よく知っている，もしくは，ある程度知って

いると回答しています。 

・ 高齢者一般の 6 割以上は，介護保険について，あまり知らない，もしくは，ほとんど知らないと回答してい

ます。 

・ 若年者は，7 割以上の人が，介護保険について，あまり知らない，もしくは，ほとんど知らないと回答して

います。 

 

地域包括支援センターの認知度                          単位：％ 

 

 

【傾向】 

・ 在宅要支援認定者は半数以上，在宅要介護認定者は半数近くの人が，地域包括支援センターを利用したこと

があると回答しています。 

・ 高齢者一般は半数近く，若年者は６割以上の人が，地域包括支援センターを知らないと回答しています。 

よく知っている

2.7

4.6

5.6

4.3

ある程度知っている

28.2

39.9

40.0

24.0

あまり知らない

43.0

36.0

35.7

39.1

ほとんど知らない

22.5

12.9

15.5

31.9

無回答

3.6

6.6

3.2

0.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

高齢者一般

(n=1,732)

在宅要支援者

(n=411)

在宅要介護者

(n=588)

若年者

(n=759)

知っており、利用した

ことがある

13.0

58.9

47.6

11.3

知っているが、利用した

ことはない

36.3

18.7

22.8

25.6

知らない

48.2

14.8

25.2

62.3

無回答

2.5

7.5

4.4

0.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

高齢者一般

(n=1,732)

在宅要支援者

(n=411)

在宅要介護者

(n=588)

若年者

(n=759)
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力を入れてほしい施策                                   単位：％ 

 

 

【傾向】 

・ 高齢者一般，在宅要支援・要介護認定者では，「在宅生活を支援する制度の充実」が最も多く，若年者でも 2

番目に多い施策となっています。 

・ 若年者が最も要望している施策は，定年後の雇用の充実となっています。 

・ そのほか，区分ごとで多い施策は 

【高齢者一般】では，「認知症の方や家族の支援」，「緊急時の連絡体制，非常時の避難・誘導支援の充実」，

「地域交通の整備」，「声かけや安否確認など，地域で高齢者を見守る体制づくり」 

【在宅要支援認定者】では，「リハビリに関する事業」，「地域交通の整備」，「声かけや安否確認など，地域で高齢

者を見守る体制づくり」，「緊急時の連絡体制，非常時の避難・誘導支援の充実」 

【在宅要介護者】では，「認知症の方や家族の支援」，「リハビリに関する事業」，「緊急時の連絡体制，非常時

の避難・誘導支援の充実」，「老人福祉センター等施設の整備と充実」 

【若年者】では，「在宅生活を支援する制度の充実」，「認知症の方や家族の支援」，「高齢者向け住宅制度」 

・ また，「認知症の方や家族の支援」は，すべての区分で高い割合となっています。 

在
宅
生
活
を
支
援
す
る
制
度

の
充
実

認
知
症
の
方
や
家
族
の
支
援

緊
急
時
の
連
絡
体
制
、

非
常
時
の
避
難
・
誘
導
支
援

の
充
実

地
域
交
通
の
整
備

声
か
け
や
安
否
確
認
な
ど
、

地
域
で
高
齢
者
を
見
守
る

体
制
づ
く
り

安
全
で
快
適
な
歩
行
空
間
の

確
保

老
人
福
祉
セ
ン
タ
ー
等
施
設

の
整
備
と
充
実

高
齢
者
向
け
住
宅
制
度

健
康
を
維
持
す
る
た
め
の

健
康
教
育
や
健
康
相
談
等
の

事
業

高齢者一般(n=1,732) 47.6 35.9 31.8 30.9 24.9 24.8 24.7 20.8 20.7

在宅要支援者(n=411) 46.5 26.0 29.0 31.1 29.0 24.6 20.4 20.4 16.3

在宅要介護者(n=588) 43.9 35.4 26.0 20.6 18.7 22.3 22.8 22.3 10.9

若年者(n=759) 43.7 43.2 32.0 35.2 28.2 32.8 20.7 36.1 19.9

リ
ハ
ビ
リ
に
関
す
る
事
業

生
涯
学
習
・
生
涯
ス
ポ
ー
ツ

等
の
充
実

定
年
後
の
雇
用
拡
充

福
祉
に
関
す
る
民
間
企
業
・

市
民
団
体
の
育
成

社
会
参
加
の
場
の
支
援

成
年
後
見
制
度
な
ど
の
権
利

を
守
る
た
め
の
施
策
の
充
実

サ
ロ
ン
活
動
な
ど
へ
の
支
援

そ
の
他

無
回
答

高齢者一般(n=1,732) 20.4 17.7 12.5 10.9 9.4 8.1 7.2 4.2 7.7

在宅要支援者(n=411) 31.1 9.7 4.6 8.5 5.8 5.8 7.8 6.8 11.9

在宅要介護者(n=588) 29.4 5.8 5.1 10.7 3.6 6.6 3.6 6.6 13.1

若年者(n=759) 16.9 23.3 49.0 14.5 22.0 10.1 7.2 4.9 2.1



計画策定に係る工程表（令和５年７月現在）                                              議題（３）①資料 

1 

 

 
会議 各種アンケート調査 老人保健福祉計画・介護保険事業計画 

運営協議会 調査 集計・分析 国の動向 基礎資料 福祉計画 事業計画 介護保険料 議会 

令
和
4
年
度 

３月 

上旬  

国に基づき、調査を実施 

・調査票の回収、集計 

・ニーズ調査の見える化シス

テムへの登録 

・調査報告書の作成 

      

中旬  介護保険部会 

全国課長会議 

     

下旬       

令

和

5

年

度 

４月 

上旬        

中旬    

・前計画実績の評価報告 

・第 9 期計画への施策検討 

・新制度への対応    等 

  

下旬      

５月 

上旬   

「見える化」

データ、統計

資料等の収集 

  

中旬     

下旬     

６月 

上旬     

中旬     

下旬     

７月 

上旬       

中旬       

下旬    介護保険部会 

全国課長会議 

  

８月 

上旬 第 1 回   

見える化シス

テムの更新が

あり次第、推

計準備を開始 

 

中旬      

下旬      

９月 

上旬      

中旬      

下旬     素案化 素案化  

10 月 

上旬        推計開始  

中旬        

内部調整及び

県等との調整 

 

下旬 第２回（予定）        

11 月 

上旬         

中旬         

下旬 第３回（予定）        

12 月 

上旬         

中旬         

下旬      

パブコメ実施 

推計完了  

１月 

上旬    介護報酬改定    

中旬        

下旬          

２月 

上旬 第４回（予定）   

全国課長会議 

   報告  

中旬         

下旬         

３月 

上旬        介護保険条例 

上程・議決 中旬         

下旬         

※ 7 月現在で介護保険部会全国課長会議が未開催のため、年度内の工程は変更がある可能性があります。 

【主要な議事】 

・パブコメの結果報告 

・最終素案の決定 

【主要な議事】 

・各論１～各論２ 

・事業量見込の報告 

・所得段階等の協議 

・保険料見込の報告 

・パブコメ素案の決定 

【主要な議事】 

・序論、総論～各論１ 

・各論２実績等の整理 

・日常生活圏域の決定 

・高齢者人口推計の報告 


